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静岡県新型インフルエンザ等対策行動計画概要 

 政府対策本部が定める基本的対処方針に基づき、県内の新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施し、国、市町及

び指定（地方）公共機関等と相互に連携協力し、関係機関が実施する新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する。 

県行動計画の体系 

政府行動計画 

（新型インフルエンザ 

等対策特別措置法 

（特措法）第６条） 

県行動計画 

（特措法第７条） 

市町行動計画

（特措法第８条）

「県行動計画」は、「ふじのくに危機管

理計画基本計画」の個別計画「新型イ

ンフルエンザ等対策行動計画編」とし

て位置づけ 

 

○感染拡大を可能な限り抑制し、県民の生

命及び健康を保護する。 

・流行のピークを遅らせ、医療体制の整備やワクチ

ン製造のための時間を確保 

・流行のピーク時の患者数等を少なくして医療体制

への負荷を軽減、医療体制を強化し、医療提供の

キャパシティ（許容量）を超えないようにして、適切

な医療を受けられるようにする。 

・適切な医療の提供により、重症者数や死亡者数

を減らす。 

 

○県民生活及び地域経済に及ぼす影響が最

小となるようにする。 
・感染対策等により、欠勤者の数を減らす。 

・事業継続計画の作成・実施等により、医療の提供

の業務又は県民生活及び県民経済の安定に寄与

する業務の維持に努める。 

 

○基本的人権の尊重 

 

○危機管理としての特措法

の性格 

 

○関係機関相互の連携協力

確保 

 

○記録の作成・保存 
 

対 策 の 目 的 対策の留意事項 

業務計画 

（特措法第９条）
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                             県民生活・ 地域経済に及ぼす 

影響が最小 になるようにする 

対策の効果 概念図（引用：政府行動計画） 

患

者

数
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時 間 

医療提供の 

キャパシティ 

医療体制 

の強化 

ピークを 

遅らせる 

ピーク時の 

患者数等 

を小さくする 

対策なし 

対策あり 
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県 

①県行動計画の作成、②県対策本部の設置、運営、③組織の整備、訓練、④地域医療体制の確保、 

⑤予防・まん延防止、⑥サーベイランスの実施、⑦県民に対する情報提供、⑧県民生活及び地域経済の安定の確保、 

⑨市町、関係機関との緊密な連携 

地域医療体制の確保やまん延防止に関し的確な判断と対応が求められ、特措法及び感染症法に基づく措置の実施主体と

しての中心的な役割を担う。 

市町 

①市町行動計画の作成、②市町対策本部の設置、運営、③組織の整備、訓練、④予防接種体制の確保、 

⑤地域医療体制の確保（※）、⑥予防・まん延防止（※）、⑦サーベイランスの実施（※）、⑧住民に対する情報提供、

⑨住民の生活支援、⑩要援護者への支援、⑪県、近隣市町、関係機関との緊密な連携 

※は保健所を設置する市が行う事項 

医療機関 ①診療継続計画の策定、②院内感染対策、医療資器材の確保等、③地域における医療連携体制の整備、④医療の提供 

指定（地方）公共機関 ①業務計画の策定、②新型インフルエンザ等対策の実施 

登録事業者 ①発生に備えた感染対策の実施や重要業務の事業継続等の準備、②事業の継続 

一般の事業者 ①発生に備えた感染対策の実施、②感染防止のための措置の徹底、一部事業の縮小 

県 民 
①発生に備えた知識の取得、②季節性インフルエンザにおいても行っている、マスク着用・咳エチケット・手洗い・う

がい等の個人レベルでの感染対策の実践、③発生に備えた食料品・生活必需品等の備蓄、 

④個人レベルでの感染対策の実施 

対策推進のための役割分担 

県、市町、医療機関、指定（地方）公共機関（医療機関、医療関係団体、電気、ガス、鉄道事業者等）、登録事業者(特措法第

28 条に規定される特定接種の対象)、一般の事業者及び県民は、発生前の準備及び発生時に、概ね次の対策を実施する。 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 

○新型インフルエンザ等が

発生していない状態 

 

○海外において、鳥等の動

物のインフルエンザウイル

スが人に感染する例が散

発的に発生しているが、人

から人への持続的な感染

はみられていない状況 

○海外で新型インフルエン

ザが発生した状態 

 

○国内では、新型インフルエ

ンザ等の患者は発生して

いない状態 

 

○海外においては、発生国・

地域が限定的な場合、流

行が複数の国・地域に拡

大している場合等、様々な

状況が想定される。 

○国内のいずれかの都道府

県で、新型インフルエンザ

等の患者が発生している

が、全ての患者の接触歴

を疫学調査で追うことがで

きる状況 

 

 

 

 

 

 

 

○国内のいずれかの都道府

県で、新型インフルエンザ

等の患者の接触歴が疫学

調査で追えなくなった状態

 

○感染拡大からまん延、患

者の減少に至る時期を含

む。 

 

 

○患者の発生が減少し、低

い水準でとどまっている

状態 

 

○大流行はいったん終息し

ている状況 

 

※今後、流行が再燃（流行の次

波が再来）する可能性と、結

果的にそのまま流行が終息

する可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国は、緊急事態措置の必

要がなくなった場合は、 

「解除宣言」を行う。 

発生段階ごとの想定状況 

《県内未発生期》 

県内で新型インフルエンザ等の患者が

発生していない状態

《県内感染期》 

県内で新型インフルエンザ

等の患者の接触歴が疫学

調査で追えなくなった状態 

○新型インフルエンザ等の状況等により、「緊急事態宣言」

を行い、対象区域が公示される。 

《県内発生早期》 

県内で新型インフルエンザ等の患者が発生している

が、全ての患者の接触歴を疫学調査で追える状態 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 

実 

 

 

 

施 

 

 

 

体 

 

 

 

制 

     

発生段階ごとの対策の概要 

《県》 

○県行動計画の作成  

○体制整備及び連携強

化 

○市町行動計画、指定

（地方）公共機関業務

計画の作成支援 《県》 

○対策を評価、行

動計画等の見直

し 

《県》 

○必要があるときは、対策本部に方面本部

を設置し、市町、保健所等と連携 

《市町》 

○市町行動計画の作成 

○体制整備及び連携強

化 

【 緊 急 事 態 宣 言 発 令 】 

《市町》 

○直ちに市町対策本部を設置 

《県》 

○他の都道府県による

代行、応援等の措置

の活用 

○市町の代行、応 

援等の措置の 

実施

《市町》 

○他の地方公共団体

による代行、応援等の

措置の活用 

【緊急事態宣言解除】 

《市町》 

○遅滞なく 

市町対策本部

を廃止 

《県・保健所設置市・市町》 

○国の基本的対処方針に基づき対策を実施 

《県》 

○政府対策本部が

廃止されたとき

は、県対策本部

を廃止 

《県》 

○政府対策本部が設置されたときは、直ちに県対策本部を設置 

○県対策本部本部員会議及び対策会議の開催 

《指定（地方）公共機関》 

○業務計画の作成 

○体制整備及び連携強

化 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 

サ 

ー 

ベ 

イ 

ラ 

ン 

ス
・
情 

報 

収 

集 

     

《市町》 

○学校等におけるインフルエンザ様症状による欠席者の状況（学級・学校閉鎖等）を調査、県へ報告 

《医療機関》 

○新型インフルエンザ等患者（疑い患者を含む。）を診察した場合の届出 

《県・保健所設置市》 

○情報収集 

《県・保健所設置市》 

○サーベイランスの実施 

サーベイランスの強化 

通常のサーベイランスの実施 

《県・保健所設置市》 

○調査研究 

※全数把握は県内感染期に中止 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 

情 

 

報 

 

提 

 

供 

 

・ 

 

共 

 

有 

     

 
《県・市町》 

○情報提供 

 

《県・市町》 

○情報共有 

体制整備 

《県》 

○コールセンター等の設置 

評価・見直し 

《県》 

○コールセンター

等の体制の縮小 

《市町》 

○相談窓口等の設置 

《市町》 

○相談窓口等の

体制の縮小 

基本的な情報・発生

時の対策等の発信 

情報発信 

体制の充実強化 

体制の充実強化 

設置 準備 

設置 準備 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 

予 

 

防 

 

・ 

 

ま 

 

ん 

 

延 

 

防 

 

止 

     

 

《県》 

○ワクチン供給体制 

 体制整備

《県・市町》 

○個人における対策

の普及 

《県・保健所設置市》 

○住民、事業所、福祉施設等への感染対策の要請

○事業所への従業員の健康管理、受診勧奨の要請

○学校設置者に臨時休業の適切な実施を要請 

○感染対策強化 

《県・保健所設置市》 

○地域・職場対策の周

知 

実施 

【 緊 急 事 態 宣 言 発 令 】 

《県》 

○県警による警戒活動 

（検疫、密入国） 

《県・市町・登録事業者》 

○職員・従業員への特定接種の実施 

《県・保健所設置市》 

○患者・濃厚接触者対応、検査等 

《市町》 

○住民接種の実施（新臨時接種（法第 6条第 3項）） 

《市町》 

○住民接種の実施（臨時の予防接種（法第 6条第 1項）） 

《県》 

○外出自粛要請 

○施設の使用制限（学校保育所等、公衆衛生上の問題が生じている施設） 

○感染対策徹底の要請 

※国内感染期以降は、患者数増加に伴い医療体制

の負荷が過大となる特別な場合

準備 実施 

《市町》 

○住民接種体制の構築 

《県・市町》 

○特定接種体制の構築 

《県・市町》 

○特定接種を行う登録

事業者に関する国への

協力 

実施準備 

実施準備 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 

医

療

等 

     《県・保健所設置市》 

○医療体制 

 体制・医療資器材整備、
研修等 

帰国者・接触者相談センター 

《県》 

○抗インフルエンザウイルス薬 

《県・保健所設置市》 

○検査体制 

《医療機関》 

○医療体制 

 

【 緊 急 事 態 宣 言 発 令 】 

患者数の増に応じ 
一般医療機関における診察実施 

体制整備・感染対策・ 

診療継続計画の作成等 

帰国者・接触者外来、入院措置 

《県・保健所設置市》 

○医療機関等への情報提供 

抗インフルエンザウイルス薬の適切 

使用を要請

抗ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞｳｲﾙｽ薬の予防投与 

※県内感染期に中止 通常の医療体制 

《県》 
○定員超過入院等及び

臨時の医療施設の設置 

《医療機関》 

○業務計画で定めた必要な措置の実施 

※県内感染期に中止 通常の医療体制 

《指定（地方）公共機関》 
○医薬品・医療機器の製造販売等の確保 

備蓄 備蓄 流通状況確認 

 

治療優先投与 

整備 実施 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 

県

民

生

活

・ 

地

域

経

済

の

安

定

の

確

保 

     《県》 

○業務計画等策定支援

○物資供給等体制整備

の要請 

○火葬、埋葬体制整備 

○物資、資材の備蓄 

《指定地方公共機関・登録事業者》 

○事業継続 

 

 

 

○物資、資材の備蓄 

業務計画等作成 

物資供給体制整備 
事業継続準備 

《市町》 

○要援護者生活支援

等の準備 

○火葬、埋葬体制整備

の連携 

○物資、資材の備蓄 

《市町》 

○遺体の一時安置準備 

【 緊 急 事 態 宣 言 発 令 】 

《県》 

○緊急物資の運送の要請、指示 

○物資売り渡しの要請、指示 

○犯罪の予防、取締 

《県・市町》 

○生活関連物資等の価格安定措置 

○水の安定供給 ○埋葬・火葬の特例 

《市町》 

○要援護者生活支援 

※国内感染期の措置を

適宜縮小 

《指定（地方）公共機関・登録事業者》 

○事業継続のための必要な措置を実施 

○電気、ガス、水の安定供給 

○運送・通信・郵便の確保  

○緊急物資の運送 

《指定地方公共機関・登録事業者》 

○事業継続の準備 

《一般事業者》 

○従業員の健康管理、感染対策 

                   ○食料品・生活関連物資等の価格高騰の防止 

※縮小業務の再開 



 

 


